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はじめに
理論の検証という観点からマルクスの経済学を眺めるとき、どうしでもあらかじめ解決
しておかねばならぬ問題は、直接測定することのできない抽象的な「価値J 量が、より現
実的・具体的な生産価格へといかにして転化しうるのかという、いわゆる「転形問題」で
ある。もし商品の価値量がそれに投下された直接および間接の労働量によって決まるとし
ても、当の労働量が同ーの尺度で測定できないならば、価値量を労働量で算定することは
できない。異種労働はそのままでは比較不可能で、あり、「われわれの背後で行われる社会的
過程」によって同質化され「抽象的労働」となることによってはじめて量的に北較可能に
なるのだとしても、これは「価髄」という抽象物をそれと同じだけ抽象的な「労働」概念
に置き換えただけであって、測定不可能という点では同じである。マルクスが価値法則と
称した資本の運動法則は価値タームで表現されているが、その儲健法員りが妥当することの
検証は、価格タームで表現され、 E互接測定されうる経済的日常世界での現象を要求するの
である。
ところがマルクスの経済学一正確には「経済学批判J というべきかもしれないーは、理
論がそれによって検証あるいは反証されるところのく現象>をはじめから拒否しているよ
うに見える。理論を検証あるいは反証するところのものを検証者verifier(falsifierも含め
て)と呼ぶならば、マルクスの理論は検証者を許さないように見えるのである。資本主義
のもとでの当事者の経済的日常意識は、マルクスの経済学から見れば「魔法にかけられ転
倒したJ 虚偽意識であり、その虚偽意識によって捉えられた屈に見える事実とは、ひとを
欺く事実である。ひとを欺く事実が真なる命題としての検証者でありえないことは当然で
ある。だから、直接自に見えるどんな事実、どんなデータも、たかだか説明が求められて
いる事実、説明を要するデータに過ぎないのであって、それ自体で単独に検証者たりうる
ような資格を持たないので、ある。その意味でマルクスの方法は本質的に全体論的(弁証法
的というと神秘化にきこえる)である。この全体論的見地においては、部分的真理すなわ
ち当事者にとっての真理とは、謂うなれば「隠、蔽された虚偽」に{むならなし弘中村秀吉の
論文 r理論の検証J (1960)がマルクス経済学の検証を目指しながらその目標に到達しえ
なかったのは、かれが堅持したところの理論中立的な検証の概念とマルクスの経済学をつ
らぬく全体論とが背反的な関係にあるからである。
マルクスは「ブルジョア的生産関係に囚われた生産当事者たちの諸観念を教義的に通訳
し、体系化し、弁護論化することのほかは何もしないJ (3，1047)ような経済学を、俗流経
済学と呼んだ。俗流経済学は「自分たち自身の最良の世界についてのブルジョア的生産当
事者たちのありふれた、ひとりよがりの見解を体系づけ、へ理屈づけ、永遠の真理として
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宣言するだけで満足しているJ (1，109) と。マルクスの経済学に検証を要求するとき転形
問題が真っ先に浮上してくるのは、俗流経済学がそれ自体批判されるべき対象でありなが
ら、他方においては、それがマルクス経済学の検証者でもなければならぬように思われる
からである。この循環のごとき観を呈する事態は、いくぶん量子力学の解釈問題に似てい
る。古典物理学は量子力学から見れば誤りであるはずなのに、「量子力学は古典力学をその
極限の場合として含み、またそれと同時にこの極限の場合をそれ自身の基礎づけのために
必要とするJ (ランダウニリフシッツ)からである。もっとも、物理学と経済学とではミク
ロとマクロの関係は逆になっている口直接自に見えるものは、物理学においてはマクロの
現象のほうであり、経済学においてはミクロの現象のほうだからである。
li形問題は、「マルクスがロートベルドゥスを票日窃したという非難」に対して、エンゲル
スが「価値法則を侵害しないだけでなく、むしろそれを基礎としながら、いかにして均等
な平均利潤が形成されうるのか、また形成されざるをえないのかJ (2，28-9)を一マルクス
は草稿の中ですでに論証しているのだがー『資本論』第3巻が公刊される以前に示していた
だきたい、と反撃して以来、一世紀におよぶ懸案である。そして『資本論』第3巻は確か
にこの問題に対するマルクスの解決を提示するものであった。しかるに、これによってマ
ルクスへの「非難」が患の根を止められるどころか、逆に γ票り窃」というケチな非難をこ
えて、マルクス体系の「矛盾」という批判の火種がつくられたのである。宇野弘蔵『資本
論の経済学J (1969)にも次のような観察が見られる。
マルクスは・・・資本家がより多くの利j簡を求めて競争して互いにその生産物を売
買する、価値から離れた価格を特に生産価格と名づけ、これによって全社会の資本の
生産する剰余儲値は各資本に平均的に分けられるとしユう、資本主義に特有な方式一利
潤率均等化の法則を明らかにしたのです。
とれがその後、『資本論』批評家のいい[攻撃]自標となり、マルクスは第 l巻で明
らかにした労働価値説を第 3巻の生産価格論で放棄したといわれることになったので
す。ところが、これこそ古典経済学以来の労働価値説の難点を解決するマルクスの功
績の一つをなすものだ、ったのですが、ただ、この価値のいわゆる生産価格への転化の
論証過程は、なかなかスマートにはゆかない。マルクスの場合もそうですが、誰がやっ
てもウマくゆかない。というのも、例えば資本の質入れる生産手段の価格が後からあ
れは生産価格だったということになるからですが、問題は、どうもそういういわば論
証の技術的な点にあるのではないのではないか、私はそう思うのです。マルクスもそ
の根本の点を明らかにしようといろいろ苦心しているのですが、どうも成功している
とはいえない。
宇野弘蔵が「論誌の技術的な点、」で何を意味しているのかは必ずしも明確ではないが、
技術的な点においても「ウマくゆく Jのでなければスマートな解決とは言えないであろう。
それどころか、転形問題をめぐる論争がマルクスにおける価値計算体系と価格計算体系と
の混同という非難に端を発し、「価値計算は無用の回り道」という批判にまで発展してきた
経緯を考慮、するならば、むしろ他ならぬ「論証の技術的な点」をクリアすることこそが先
ずなされねばならぬことであると思われる。だからわれわれは「いわば付随的な論証方法
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の問題はそうたいしたことにしなくてよいのではないか」という宇野の方針にしたがうこ
とはできないのである口
論証は、それが説得の技術であるという意味では、がんらい技術的なものである。われ
われが数学の定理を受け入れざるをえないと確信するのは、その証明に説得されるからで
ある。この意味での証明あるいは論証はまさに理論の検証の一部であって、問題になって
いる理論を共有しない人にも共有されるのでなければならない。ところが、宇野弘蔵のよ
うに i[マルクス経済学の]原理論はいわば思惟の法則を明らかにする論理学の具体化した
もの」と見なすならば、論証の性格はすっかり変わってしまう。すなわち、論証が理論内
在化するのである。原理論を「論理学を具体化したものJ と捉える宇野の月r説に対して、
中村秀吉はこれを一方で f論理学の概念を広げすぎて」おり他方で「実証や検証の意味を
狭くとりすぎている」と批判した。「もし宇野氏のように論理学を広くとると古典物理学な
どは完全な論理学になる」と。宇野の場合、論証は理論内在化することによって理論の内
的整合性とその閉鎖性の度合いを高めることに資するのであるから、理論が論理学を吸収
する。したがって、論理学はく最も一般的で抽象的な理論>としての存在論-これを弁証
法と呼ぶには規定が少な過ぎるが、論理学との対比は十分明らかであろうーに化し、その
存在論においては理論の検査の一部としての「論証」の概念が没却されるのである。
今世紀後半の科学哲学においては、論証の理論内在化は観察の理論負荷性と手を携えて
登場した。ハンソン (N. R. Hanson)が、観察は理論を背負い、理論という背景のもとで
のみ行なわれると力説し、クーン (T.Kuhn)が「パラダイム間の競舎-は論誌によって決着
をつけられるような種類の戦いで、はない」と論じたとき、それはたんに中立的観察言語を
導入しようと試みる実証主義に対する破産宣告であっただけではなく、同時に、理論の外
部に立ち理論中立的であるような論証方法に対する拒否でもあった。科学哲学におけると
の新潮流は、もしかすると宇野の「論語:'J 概念を支持するように見えるかもしれない。し
かし、それは外見上の類似性であって、『資本論』が資本主義の唯一のモデルを与えている
と考える宇野にとって、俗にいう「マルクス経済学か近代経済学かJの論争は、論証によっ
て決着をつけられるべき種類の戦いで、ある。それだからこそ宇野は「原理論は論理学の具
体化したものJ と断言したのである。だが、そのような論証は、一方で理論i存在的であり
ながら、他方で理論の検証としても機能しうるものでなければならなし」宇野が|論証の
技術的な点」を等関に付しでもよいようにいうのは、論証の(さらには論理学の)この機
能を蔑しろにするものと言わざるをえない。
本稿の転形問題に対する方針は「論誌の技術的な点」を優先させることにある。技術的
な点で袋小路に踊るところでのみ哲学が始まるのである。技術的・数学的に提出された開
題、あるいは数学的な仕掛けで設定された畏に対して、言葉だけで反応するのでは足りな 八
い。肝腎なのはその畏の仕掛けを見抜くことである。どんな畏もひとたび見抜かれてしま
えば、もはや畏ではない。本稿の自的は、転形問題という畏をあばき、その畏がもはや畏
ではないこと、すなわち転形問題がすでに解決済みであることを示すことにある。その意
味で、本稿とこれに続く二つの報告は転形論の、いうなれば総合報告である。第2稿は「ス
ラップアの沈黙J と題してスラップアとスティードマンの検討に当てる。第3稿「経済学
批判の意味J は、マルクスの「経済学批判」の視点から転形問題をとらえ返す。第3稿に
至ってようやく転形問題の最終的解決が与えられる。
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1 f谷流経済学批判
マルクスは 『資本論』 第 3巻の冒頭で、商品の価値だけで論じた第 1巻、第 2巻を簡潔
に要約しながら、これからなされるべき課題を次のように予告する。
第 1部では、それ自体として見られた資本主義的生産過程が直接的生産過程として
示している諸現象が研究されたのであって、この直接的生産過程にとって外的な諸事
清からの二次的な影響はまだ無視されていた。しかし、このような直接的生産過程で
資本の生涯は終わるのではなし」それは現実の世界では流通過程によって補われるの
であって、この流通過程は第 2部の研究対象だ、った。第 2部では、ことに第 3篇で、
社会的再生産過程の媒介としての流通過程の考察にさいして、資本主義的生産過程を
全体として見ればそれは生産過程と流通過程との統ーだということが明らかになっ
た口この第3音13で行なわれることは、・・・全体として見た資本の運動過程から出てく
る具体的な諸形態を見いだして叙述することである 0 ・・・だから、われわれがこの第
3部で展開するような資本のいろいろな姿は、社会の表面でいろいろな資本の相互作
用としての競争のなかに現われる生産当事者自身の日常の意識に現われるときの資本
の形態に、一歩ごとに近づいて行くのである。 (3，3-4)
この引用中の「競争のなかに現われる生産当事者自身の日常意識に現われるときの資本
の形態」とは、俗流経済学が自らの拠点とするところの「ブノレジョア的生産関係に囚われ
た生産当事者たちの諸観念J の一部である口俗流経済学は「経済的諸関係の疎外された現
象形態、そこではこの諸関係が一見してばかげたものであり完全な矛盾であるような現象
形態J を永遠の真理として宣言する。だからこそそれは「自分が出発点としている三位一
体、すなわち、土地一地代、資本一利子、労働-労賃または労働の価格、という三位一体
が、三つの一見して明らかに不可能な組合せだということには、すこしも気がつかないの
であるJ (3，10.47-8)。土地一地代 r土地という使用価値と地代という交換価値・・・二
つの比較できない量が一つの棺互関係を持つべきだとされているJo資本 利子:r 4は5
ではなく、 10.0.ター レノレがどうしても110.ターレルではありえないという不安感のために、
俗流経済学者は価値としての資本から資本の素材的実体に、すなわち、機械や原料などの
ような労働の生産条件としての資本の使用価値に、逃げるのである」。労働一労賃 r労働
の価格というのもまた、たとえば黄色の対数というように不合理であるJo
マルクスの俗流経済学批判は、かれ独特の皮肉な述べ方によってかえって分かりにくく
七 なっているが、かれの批判の前提は次の三つである。
(1) 地代も利子もたんに利潤の分け前であるにすぎない。
(2) 利潤の源泉は、生産過程で生み出された剰余価値以外には存在しない。
(3) 剰余価値とは、労働の対象化としての商品価値から労働力の価値を差し号|いた価値
である。
価値を形成・増殖するのは、現実に使用される労働力、労働力の使用価値としての労働
だけであって、労働の生産条件をなす生産手段(機械、原料など、それ自体他の生産過程
で産出された商品)は、新たに生産される商品へと価値移転が行なわれるにすぎない。し
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たがって、労働力を翼い入れる資本部分は可変資本、生産手段に充当される資本部分は不
変資本と呼ばれる。このようなマルクスの概念装置を俗流経済学のそれと対比すれば、次
のようになる。
1 I 機械 ( 労働の価格
2 I 費用価格 | 平均利潤
3 I不変資本 | 可変資本 i 剰余価値
1は俗流経済学の、 3はマルクス経済学の概念装置を表わす。 2は1と3の中間形態で
あって、マルクスが「生産当事者の日常意識に現われるときの資本の形態に一歩ごとに近
づいて行く」と述べた、その大きな第一歩をなす。価値タームで表現されるマルクスの体
系を生産価格体系へと翻訳する転形問題が具体化するのは、まさにこのステップにおいて
である。マルクスの述べ方を借りれば、「第 1部と第2部ではただ商品の価値だけを論じた。
いまでは、一方ではこの価値の一部分として費用価格が分離され、他方では価値の転化形
態として商品の生産価格が展開されているのである J (3，207)。
2の生産価格体系と 3の価値体系とのコントラストがいま少し鮮明に見えるように、メ
グナド・デサイ (M.Desai)の手になる一覧表 γマルクス経済学の価値一価格双対性J を、
一部修正して、次に掲げておこう。
自に見えない価値の領域 自に見える価格の領域
人と人との間の社会的関係 物と物との間の関係
生産手段、生活手段の所有者たる資 寅い手と売り手との間の対等な交換
本家と二重に自由な労働者との間の 関係
階級分離
労働力の価値(労働力の再生産に必 賃金形態(賃金は一日全部の労働に
要とされる生活手段の価値) 対して支払われる)
剰余価値率 不払労働 平均利潤率 総利潤支払労働 投下総資本
商品価値=不変資本十可変資本十剰 生産価格=費用価格十利潤
余価値 ヱ(1十平均利潤率)x費用
=不変資本十(1十剰余価 価格
イ直率)x可変資本
マルクスは「自に見えない価値の領域」から「自に見える価格の領域J への移行をすべ
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て「転化J (あるいは「転形J) と呼ぶ。たとえば、労働力の価値の労賃への転化、商品価
値の生産価格への転化、剰余価値(率)の利潤(率)への転化などである。しかし、転形
問題として従来議論されてきたのば『資本論』第3巻第9章「一般的利潤率(平均利潤率)
の形成と商品価値の生産価格への転化」に見られるマルクスの所論である。どの個別資本
も特-別的利潤率の極大化を呂指すから、資本は利潤率の低い産業部門から引き揚げられ、
より高い部門へと移動する。そうした資本移動はとうぜん需給関係に影響を及ぼし、資本
流入のあった部門では供給増加による価格低下(したがって利潤率低下)が、資本が撤退
した部門では逆の事態が、生じる。その結果、利潤率は各部門で均等化する。こうして一
般的利潤率が形成される。投下された資本の大きさに比例した利潤(投下資本×平均利潤
率)は平均利潤と呼ばれる。だから高品の生産価格は商品の費用価格十平均利潤である口
「ここではいろいろな部面の資本家たちは、利潤が問題になるかぎりでは、、一つの株式会
社の株主のようなものであって、・・・それぞれの資本家にとってこの分け前が違ってくる
のは総企業に投じた資本の大きさに応じてJ (3，201)である。
さて、一般的利潤率が形成され、いろいろな生産部門で充用される資本の大きさに比例
して利潤が獲得されるようになるとJ利潤と剰余価値との間の量的棺違は利潤の本性と源
泉をすっかり覆い隠してしまう」。第一に、剰余価値が利潤に転化すれば、そのときすでに
不変資本と可変資本の区別は存在しない。商品の価値のうち利潤を形成する源は費用価格
だということになり、資本家にとって「価値」の概念は存在しなくなる。第二に、剰余価
値が商品の販売価格に含まれる利潤と一致するのは、資本の有機的構成が偶然にも社会全
体のそれと一致する個別資本においてだけであるから、剰余価値の概念も同じように存在
しなくなる。だからマルクスはこう述べる。「視野の隈られている個々の資本家(または、
それぞれの特-殊な産業部面の資本家の総体)が、自分の利潤は自分または自分の部面が使
用する労働だけから生まれるのではないと患うのは当然であるJ(3，215)。しかも、生きて
いる労働を節約し死んだ労働を一層多く充用することによって利潤をあげることが、利潤
を増やすもっとも手近かな方法として現われるから、「生きている労働だけが利潤のただ一
つの源泉だとどうして言えようか」と。
価値から生産価格に転化しでも不変のままでありうるのはそれらの総計であるD また、
利潤の源泉が剰余価値であるということカ2マルクスの基本的主張なのだから、もし総価値
が総生産価格に等しいとすれば総利潤は総剰余価値を超えではならないはずである。実際、
マルクスは、総価値が総生産価格に等しく、総利潤が総剰余価値に等しいことは自明であ
るかのように述べている。ところが、「総価値=総生産価格」と「総利潤=総剰余儲値」と
いうこの二つの総計一致命題が両立しないということ、これこそがマルクスの転形論の「誰
五 がやってもウマくゆかない」難点の一つである。もしも「総{函館ニ総生産価格J の前提の
もとで「総利潤ニ総剰余価値Jが成立しないとすれば、剰余価値論が危うくなるであろう。
逆に、「総手u潤:総剰余儲値」であるとき「総価値=総生産価格」が成り立たないとすれば、
価値が価格を規定していると、どうして言えるのか。
事態を一層悪くさせたのは、マルクスが価値から生産価格への転形を例示した数値例で
ある。不変資本を c、使い切られた不変資本を αc、可変資本を v、剰余価値を s、剰余価値
(あるいは、搾取率)を e、滞品価値を w、費用価格を人生産価格を p、平均利潤率を
L，手01簡を πで表わせば、
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Wj=αCj十V1十8j
kj二二 αCj十Vj
8j =eVj 7l'j =r(Cj十Vj)
r ニヱ81/ヱ(Cj+Vj) r =ヱ7l'j/三:(Ci十Vi)
を計算規則に使って、次の二つの表(3，198-9)が得られる。
P1 =ζl:'Cj十Vj十πi
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) 
cαC V 8 W k r (%)π 
????
??
?
?
? ?
「???
??
??
?
?
??
「 「
?
「 ?
?
?
?? ????
??
??
?????
? ?
? ?
?
???
「??
??
「?
?
? ?
??
〈
?
???
?
? ?
?
ょ
?
?
??
?
??
?
???
?????
?
????
? ?
? ?
ヱI390 202 110 110 422 312 22 110 
表 1
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) 
cαC V 8 W k r(%) p 
?
??
?
? ?
???
?
??
?
?
ー ?
?
????
??
「?「?
っ? ????
??
??
「 「
?
「?
っ
?
?
? ?
??
??
??
????
?
?
?
? ????????
? ?
?
? ? ?
???
?
?
?
? ，
?
??
? ?
?
????
?
?
70 22 92 
81 22 103 
91 22 113 
55 22 77 
15 22 37 
390 202 110 110 422 312 22 422 
表 2
表 1を見ると、各部門が相異なる資本構成を持つことによって、同一の剰余価値率
(100%)のもとで相異なる特殊的利潤率 f1を持つ、ということが分かる。表2は、平均利
潤率が22%であり、各部門がそれぞれ22の平均利潤を取得することを示している。しかし、
ここで疑問が生ずる。マルクスの計算は玄Wj=ヱPiのとき玄8i=2:7l'iであることを前提して
いる口だが問題は、表2を見るかぎりでは、生産価格も利潤も価値や剰余価値と同じディ
メンションを持っているだけでなく、そもそも費用価格ですら(価値表示での) r使い切ら 回
れた不変資本十可変資本J として扱われている、という点にある口生産手段は生産価格で
買われるのだから、転形後の費用価格が価値表示のままであることは、マルクスの数値例
になんらかの不備があることを示している。実際、マルクス自身乙の点を十分承知してい
て、次のように注意を喚起している。
以上に述べたことによって、商品の費用価格の規定については明らかに一つの修正
がはいってきている。最初は、商品の費用価格はその高品の生産に消費される諸商品
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の価値に等しいと仮定した。ところが商品の生産価格は、その商品の買い手にとって
は費用価格であり、したがって費用価格として別の商品の価格形成にはいることがあ
りうる 0 ・・・したがって、ある特殊な生産部面で商品の費用価格がその商品の生産に
消費される生産手段の価値に等しいとされる場合には、いつでも誤りが起こりうると
いうことに注意しておく必要がある。 (3，208-9)
マルクスの数値例においては「商品の費用価格はその商品の生産に消費される生産手段
の価値に等ししりとされている。だから、それは「いつでも誤りが起こりうる」場合に該
当する。いったい商品の費用価格をその商品の生産に使われる(生産的に消費される)生
産手段の、価値ではなく、生産価格に等しいと置いて計算した場合にふ「総価値:総生産
価格」と「総剰余価値=総利潤」というこつの総計一致命題はともに成立するのだろうか。
これが、限定された意味での転形問題である。
2 仕掛けられた畏
ボルトキエヴィッチ(L.von Bortkiewicz， 1868-1931)は、転形問題論争の基本的枠組
みを設定したという点で、マルクス批判家のなかで特記に値する地位を占めている。かれ
はベームーパヴエルク (E.von Boehm-Bawerk， 1851-1914)のように俗流経済学の立場か
らマルクスを批判したのではない。ベームはマルクスの方法に関してたとえば次のように
難詰する。「マルクスはかれの体系の根本原則を事実から導いていない。健全な経験主義か
らも堅固な経済的・心理学的分析からも導いていない。かれの体系は形式的な弁証法以上
には確毘とした基礎を持たない。これがマルクス体系の生まれ落ちてより持っている大き
な根源的な欠陥である J 0 これとは対照的に、ボルトキエヴィッチはマルクスの搾取理論
を積極的に評価する口
マルクスとリカードウは、利潤、より一般的には資本利得は労働生産物からの控除
だという見解に立っている。この控除説[搾取理論]に反対する人々は、リカードウ
がとの説に立っていないことを示そうとするが、これらはリカードウがたまたま発し
た言葉の間違った解釈か、あるいは彼の見解に対する勝手な補足的説明にすぎない。
しかしながらリカードウの理論では控除説は明確に現われていないという事実は認め
なければならない。これに反してマルクスは、この理論の基礎である利潤の源泉に関
する見解に、周到で明確な表現を与えていぎ。
それならばボルトキエヴィッチのマルクス批判はいかなる点に存するのかJ数学的方法
のマルクスに対する優位性」を示さんとした点においてである。かれの煮えきらない折衷
主義は数学的方法の誇示の裏面であるにすぎない。転形問題の枠組みを設定したかれの二
つの論文、すなわち「マルクス体系における価値計算と価格計算J (1906-7)とげ資本論』
第3巻におけるマルクスの基礎的理論構成の修正J(1907)において、ボルトキエヴイツチ
が明らかにしようとした主要な論点は、円高格、賃金、利潤率の相互関係は、価値および剰
余髄値の量から出発することなしに、これを具体的に数学的に表現できるだけでなく、も
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しも精密な式を用いるならば、これらの量は計算に全然現われない;0)ということにある。
この点においてボルトキエヴィッチは今世紀後半のスラッアイア ンたちによるマルクス批
判を先取りしたのであり、かれの転形問題の取扱いも代数的手法を駆使した「技術的な点、」
におけるそれである。マルクスに対する次のような批判は「数学的方法」に対するかれの
信頼を表わしている。
マルクスは「数学に精通していた」とエンゲルスは語っているが、この言葉は皮肉
に関こえる。カウツキーはマルクスを γ未熟な計算者J・だといっているが、それはマ
ルクスがその計算実例においてたびたび数学的間違いをしたという意味である。しか
しマルクスはこのような軽い意味においてのみ計算が下手なのではなかった。かれは
少々複雑な数量的関係をまったく理解できないのである。その最もよい例は、上に詳
論した価値から価格を導出する方法およびその結果に見るととができる。価値計算と
価格計算との関係の問題はまったく数学的性質のものであるから、マルクスがとの問
題に与えた取扱いの不十分さはかれの数学的能力の低さを反映しているので、ぁ宮
「マルクス体系における価値計算と価格計算」の第2報「価値と価格J においてボルト
キエヴィッチは三つの点からマルクスの転形論を批判している。それを)1債にフォローして
おこう。
批判 1。マルクスの数値例を見ると「単純再生産」が行なわれていることが判明する。
しかるに、マルクスの方法で価値を価格に転形すると単純再生産の諸条件を覆すような結
果に陥る。これはかれの方法が「内的矛盾に陥る j ことを意味する。ーボ、ルトキエヴイツ
チがマルクスの数値例(前出の表1を参照)を観察して注目したのは、それを単純再生産
の行なわれている経済として読むことができる、という点であった。かれは、第IU部門と
第IV部門では生産手段が、第 I部門と第VI部門では労働者の消費財が、そして第I部門で
は資本家の者{多財が生産されると見なす。そのとき不都合なのは僅かに第I部門と第I部
門の αcの数値(ともに51)だけである。そこでかれはそれを50と52に変更する。すると次
の価値計算表ができる。ただし I、口、!日は、表1、2の場合とは違って、それぞれ生産
手段生産部門、消費財生産部門、者{多財生産部門である。
(7) (6) (5) (4) 
k 
(3) (2) (1) 
r 、JS V αc C 
一
一一一一
202 55 147 
85 
80 
55 92 145 
110 25 25 60 
50 
175 I 
110 30 30 70 
? ? ?? ??
22 
Iの生産物の価値は(2)の総計に、 Iの生産物の価値は(3)の総計に、 Iの生産物の価値
は(5)の総計に一致しているが、この一致を以て単純再生産の条件と見なすのである。そこ
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で、とれと同様の表をマルクスの「価格計算」に基づいて作成すると、次表が得られる。
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) 
C aC V k S W r p 
145 92 55 147 55 202 22 191 
I 175 60 25 85 25 110 22 129 
I 70 50 30 80 30 110 22 102 
390 202 110 312 110 422 22 422 
表 4
表4を見ると、 (3)の総計は110のままであるのに消費財生産部門Iの価格総額は129であ
る。「したがって第江部門の商品は売れ残ることになるJとボルトキエヴィッチは判断する。
そして向様のことが第I部門、第I部門にも生じ(202と191、110と102)、各行とそれに対
応する列の関係が適合的ではない。こうして「マルクスの方法で価値を価格に転形させる
と内的矛盾に陥ることが証明された」と断ずる。 ζのようなマルクスの方法の誤りは、ボ
ルトキエヴィッチによれば、価値計算と価格計算の原則をはっきり区別せず、さまざまな
生産部門に投下された不変資本、可変資本を、価値表式から価格表式にそのまま移し替え
たことに起因する。
批判2。 総儲値が総生産価格に等しいという一マルクス主義者が大きな意義を与えて
いる一命題は、一般的には誤りであることを積極的に論証することができる。その二つが
等しいのは貨幣商品(例えば、金)の生産に投下される資本の資本構成が経済全体のそれ
に比例しているという特殊な制約条件がある場合である。しかるにマノレタスはこのような
制約条件を無視し、一般的なかたちで総価値は総生産価格に等しいとする誤った主張をし
ている。一マルクスにしたがって、かれの基本概念を数学的に定義すると各部門の商品 iに
ついて次の式が得られる。
高品価値 Wjニ αCI十Vj十Sj
平均利潤 πj := (Cj十Vj)r
平均利潤率 r -玄51/ヱ(Ci十Vj)
生産価格 pjニ αCj十Vj十(Ci十VI)r
資本構成 C/Vの代用として C/(C十V)を使って、
q =玄Ci/ヱ(Cj十Vj)
と定義し、また剰余価値率がどの生産部門でも一定、すなわち
剰余価値率 e 二玄sJ2:Vj= S)VI 
とすれば、次が成り立つ。
平均利潤率 r = (l-q)e 
貨幣商品の qをqnと表記し、 qn=Cn/ (Ch十Vn)と置けば、 (1)式と(4)式から
Pl二 Wj十 (Cj十vJ(qn-q)e
が導かれる。これを総計すれば、
玄pj=2:Wj十(qn-q)ヱ(Cj十Vj)e
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したがって、 qnがqより大きいか小さいかによって総生産価格は総情戸より大きかったり
小さかったりする。ヱV，71=ヱPiが成り立つのはも=qのときだけである。
批判 30 r総価値=総生産価格」が成立するように価格単位を選ぶことは確かに可能であ
る。しかしそのような方法においては、総価値を総生産価格に一致させながら、同時に総
利潤を総剰余髄値に一致させることは許されない。-第i部門の商品の単位価値を λi、単位
価格を Piとせよ。すると Pl二xλl、pz二yλ2、P3ニzλ3を満たす x、y、zは、それぞれ第 I、
第口、第I部門の生産価格の価値からの議離率を表わす口そこで、もし価格タームで単純
再生産の均衡条件を表現したいならば、次のようになろう。
(C1X十V1Y)(1 +r) =2:CjX 
(C2 X + V zy)(1十r)=乏ViY
(C3X十V3Y)(1十r)=ヱSjZ
ヱ(CIX+ ViY) (1十r)=2:(clx+VjY十SjZ)
(10) 
(1D 
(12) 
(13) 
総計一致の二命題が両立しないことを示すことだけが目的ならば、次のようにすればよ
い。「総価値二総生産価格」すなわち
ヱ(CI+Vj十Sj)= (1十r)ヱ(CIX十ViY) ? ?? ? ， ， ，，?? ??，?
を仮定すれば、これは
(X -1) 2:Ci + (y-l)ZVj十 (z-l)ヱSI二=0 (15) 
と同値である。ここでさらに r総利潤=総剰余価値J (すなわち、乞=1)も成立するとすれ
ば、 x=lかっ y=lであるか、あるいは2:cJ~:Vj= (1-y)/(x-1)でなければならない。前者
はすべての部門で価値と価格の訴離が存在しない場合であり、後者は第 I部門と第五部門
における訴離が正雄に反対方向に生じる場合である。このいずれの場合も現実には奇跡的
にしか生じえないケースであるから、総計一致の二命題は両立不可能と考えてよい。
ボルトキエヴィッチは、上のような証明法を採らずに、 z=lと仮定して未知数 r，X， Yの
解を求めているが、それでも(10)式(lD式だけから平均利潤率rとx、yの相対比(したがって
相対価格)が得られることを直ちに理解した。この点をかれが使った数値例で示せば次の
ようになる。
C V S w 
225 90 60 375 
120 80 300 
II I 5.0 90 60 2.00 
375 300 200 875 
表5
。
表5の数値を(10)、(1)、(12)に代入すると、
連立方程式
(225x十90y)(1 +r) = 375x 
(100x十120y)(1十r)= 300y 
(50x十90y)(l十r)= 200z 
???? ???
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が得られる口平均利潤率rとX/yは(16)式と(問式だげから求められる白 ρ=1/(1十r)と置け
ば、
(225/375)-ρ90/375 
=0 (1日)
100/300 (120/300) -ρ
でなければならないから、 ρ=4/5(したがって Tニ114)、X/yニ6/5である。これを(18)式に代
入すればy/zニ16/15であることが分かる。
総計一致命題が成り立つか否かを見るためにはよ、y、zの数値を求めなければならない。
ボルトキエヴィッチは z=lと置いて、 x=32/25、y=16/15を求めているが、これは「総利
潤=総剰余価値」が成立する場合である。もし「総価値=総生産価格」を成り立たせたい
のであれば、 z=lの代わりに、
375x十300y十200z= 875 (20) 
を追加して、 X二 1払 y:こ=二=寸:こ二=二=
表7で、は γ総剰余価億ニ総利潤J が、成立している。
CjX VjY SjZ pj CjX VjY SjZ pj 
252.0 84.0 52.5 388.5 288 96 96 480 
I 112.0 112.0 70.0 294.0 128‘ 128 64 320 
1Il 56.0 84.0 52.5 192‘5 64 96 40 200 
420.0 280.0 175.0 875.0 480 320 200 1000 
表 6 表7
ところで、 X"Y、zの独立した数値を求めるためのこの種の追加方程式こそ、転形問題論
争史においてf不変性の仮定Jと呼ばれ、それらのいずれが経済学的に妥当であるかを巡っ
て議論の的にされた当のものであった。しかし「不変性の仮定J は、実際には、総計一致
命題を検証すること以上の役には立っていなしユ。ボノレトキエヴィッチは z=lとすることを
選んだが、そして金が貨幣として適用したという歴史的事実からその選択が妥当であるか
のような幻想が生まれるかもしれないが、そうすることには何の根拠もない。金の生産価
格もまた他の高品と同様、投下労働重によってではなく、平均利潤十費用価格によって決
まるのであるから、商品金の生産価格はその{耐震から議離する口そして産金業の資本の有
機的構成が、たんに者修財生産部門だけのでなく、社会全体の資本の有機的構成に一致す
九 るなどという乙とは、殆ど不可能なことだからである。
以上ボノレトキエヴィッチのマルクス批判を三つ挙げたが、この三つだけでシートン (F.
Seton)の論文「転形問題'J(1957)に至るまでの論争の争点は尽きている。もしボルトキエ
ヴィッチの三つの批判をその内的整合牲という観点から整理するならば、かれの仕掛けた
漢のうちで最後まで見抜けなかったものがなぜ第3の批判だったのかの理由もよく理解で
きるであろう。次節でそれを見ることにしたい。
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3 価値計算は無用の回り道
ボルトキエヴィッチがかれのマルクス批判において明らかにしようとした主要な論点
は、前節で言及したように、 f価格、賃金、利潤率の相互関係は、価値および剰余価櫨の量
から出発することなしに、これを具体的に数学的に表現できるだけでなく、もしも精密な
式を用いるならばこれらの量は計算に全然現われなしりということであった。しかし、か
れの三つの批判はこの肝腎の論点に到達するには不十分であり、もっぱらマルクスを攻撃
することに終始している。その理由はかれが価値計算と価格計算との議離だけに自を奪わ
れ、その両体系が共通に前提しているところの数量体系に明示的に言及しなかった点にあ
る。それにもかかわらずかれが「価値および剰余価値の量は計算に全然現われない」との
結論にまで至り得たことは驚くべきことかもしれないが、論理的には少しも不思議なこと
ではない口なぜなら、商品の単位価値とか単位価格なるものは、物財 1単位の価値ないし
価格のことであるが、例えばガソリンの l単位が 1リッターであろうが 1ガロン (4.'546
リッター)であろうが、それは慣習のみに基づくものであって、論理的にはまったく同等
に正当化されることだからである。単位のとり方が任意なのだから、ボルトキエヴィッチ
の数値例をそのまま物財の数量を表わすと見なすことも可能である。そして、もしそのよ
うに見なすならば、前節の連立方程式(16)、(17)は、
(Z25Pl十90pz)(1十r)=375pl 
(100Pl十120ぁ)(1十γ)= 300P2 
????????
? ??
と書き換えることができる。これは第1商品と第2高品の単位価値をともに1と置いたものに
他ならない。この連立方程式から平均利潤率と棺対価格が直接求められるから、価値計算
は余計者であり、「無用の回り道J だという結論が出てくる。
このような見方をはじめて一般的なかたちで明確に論じたのはシートンの論文「転形問
題」であった。いま k部門からなる経済を考え、商品aをA量生産するために生産手段
(労働力も含めて)として投入される商品 3"b"……、 kの数量を Aa、弘、・…一、 Kaで、.
商品 aの価格を Paで表わし、商品 b、c、 、kについ不も同様の表記法をとれば、この
経済の生産価格体系は次の連立方程式によって表現される。
(AaPa十BaPb十・・・一.+ KaPk) (1 +r)ニApa
(AbPa十BbPb+…・・・十KbPk)(1十r)=Bpb 
、 ? ?
? ?
?， ?
?
?
(AkPa十BkPb十…・・・十KkPIJ(1十r)=Kpk 
これは(k-1) 1闘の相対価格と利潤率とを決定する k備の方程式を含んでいる。 ρニ 1/
(1 +r)、Aa/ A=al1、 Ba/A=a12、…・・"Ab/Bニa21、Bb/B=a2、・・・…と置けば、 J¥ 
a1-ρ a12 ・・・ alk 
a21 a22-ρ...... a2k 
=0 
?? ? ?? ?
akl ak2 a1d<一ρ
でなければならない口 aljは物財タームでの投入係数であるに過ぎないから、 ρ(したがって
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r) と相対価格 Pl/Pn、P2/P口、-…一、Pk/Pnは、 価値計算なしで決定できる。
スラップアの F商品による商品の生産.!I(1960)をマルクス批判のために使って一躍世界
の注目を浴びたスティードマン(I.Steedma凡別ト)はこの「価値計算は無用の回り導」
という論点をかれの著『スラップア後のマルクスJI (1977)において次のように図解した。
(al 
(c) Physical 
production and 
wage data 、， ，??
，
?、
その意味は、 (a)+(c)というマルクスの転形論は利潤率と相対価格の決定のためには不必要
な遠回りであって、直接(b)のルートを選べば事足りる、ということである。特殊相対論が
エーテJレの存在を無用の長物としたように、ボノレトキエヴィッチからスティードマンにい
たる価格理論はマルクスの価値概念を同じ理由によって放逐するのである。
もし価値概念が放逐されるのであれば、価値から生産価格への転形という問題自体存在
しないはずである。それにもかかわらず、その上さらにマルクスの転形方法の「内的矛盾J
を暴こうというのであるから、ボルトキエヴィッチにもスティードマンにも価値タームと
物財・タームとの混同が生じる。かれらが共通してマノレクス批判の努頭におくのは平均利潤
率を次のように定義するマルクスの方法である。
r= ~I ~5 1 
- ~(CI 十 Vi)
?「?
?
?，??? 、
かれらの主張を数学的に述べ直せばこうなる。一連立方程式の数が未知数の数より多けれ
ば、それらの方程式は独立でないか矛盾しているかである。ところが連立方程式(23)はk個
の独立した方程式を持ち、それらから平均利潤率と相対価格が決定される。もしその上さ
らに邸)式を加えるならば、 k個の未知数に対しては十1)個の方程式が存在することにな
る。ゆえに(初式は平均利潤率を正しく表現していない。
との種の批判が見落としているのは、連立方程式体系(23)が物財タームを土台にしている
七 のに対し、マルクスの定義式(却には価値タームしか現われないということである。かれら
が主張できるのはたかだ勺)方程式の左辺に生産手段として現われない商品(スラップア
の謂うところの「非基礎財J) は平均利潤率の決定に参加しないということ、したがって非
基礎財生産部門に投入される生産手段や労働量は、それが物量タームで表わされていよう
が価値タームで表わされていようが、平均利潤率と相対価格の決定に関与しないというこ
とだけである。マルクスは非基礎財が関与すると主張したのではなく、この点について何
も言及しなかったのである。
そとても次に、上述のー殻的j原理を土台にしてボルトキエヴィッチが申し立てたマルクス
14 
ボルトキエヴィッチの{土t卦けた民
批判1と2を検討してみよう。批判 1は、単純再生産の均衡条件に注意をひきつけること
によって、マルクスの転形手続きはその条件を満たさないがゆえに「内的矛盾に陥る」と
いうものであった。この畏にはまったのがアメリカの代表的マルクス経済学者ポール・ス
ウイージー (P.Sweezy， 1910-)であって、かれは『資本主義発展の理論.Ji(1942)におい
てボルトキエヴィッチのマルクス批判をそのまま踏襲し、「マルクスの転形の方法は単純再
生産の均衡を破る結果となっているJr価値の価格への転形に用いた手!艇が満足すべきもの
であるとすれば、それは単純再生産の諸条件を覆すような結果に隙つてはならない」と論
じた。しかもこのことがヲiき金となって転形問題論争が再燃したといえるほどである。ス
ウイージーは者修財生産部門を表わす方程式が平均利潤率決定に関与しないことを知って
いながら、ボルトキエヴィッチ向様、マルクスの方法が価格タームでの単純再生産の均衡
条件を破るといって批判する。この批判が的外れであるもことは、次のように考えれば容易
に分かる。平均利潤率rとX/yは者修慰生産部門の方程式から独立に得られる。しかるに
単純再生産の均衡条件式ヱCi=WjおよびヱVi二W2は者{多財生産部門の C3および V3に依存
する。 C3、V3をどのように勝手に与えても rとX/yは不変であるが、ヱCJとLVjはすっかり
変わる。だから、ヱCiX二WjX、LViYご W2Yが一般に成立しないのは当然である。実際、 x、
yはこの二つの均衡条件式から消去できるから、価格タームでの単純再生産均衡条件式は
価値から価格への転形手続きとは無関係でトある。
ボルトキエヴ〉イツチの仕掛けた第 Iの畏は比較的短期間のうちに見破られた。ウイン
ターニッツ(].Wjnternitz)は1948年にこう論じた。「ボルトキエヴィッチは彼の計算を単
純再生産の等式によって基礎づけている。実際には、その等式はこの問題には関係がな
い0 ・・・というのは通常の場合は、ある程度の<純投資>のある拡大再生産だからであるJ
「この転形は等しく拡大再生産にも適用可能である。それらは本質的には異なる諸部門に
おける蓄積率の簡の関数関係である。その関係は、転形によっては変化を受けないのであ
るJ 0 さらにメイ (K.May)はウインターニッツを承けてこう述べた。「この転形はいか
なる均衡条件からも独立であり、かつ価値総計は転形によっても維持されている。・・・ウイ
ンターニツツはこのようにしてボ、ノレトキエヴィッチに端を発する人為的な混乱を解決して
いる。ボルトキエヴィッチの似非数学的な神秘化は、マルタスによって提起された基本的
な問題とは関係がなかったのであるJ 0 そもそも単純再生産は一つの経済が存続しうる条
件を設定するだけのものであるから、がんらい数量体系において定式化されるべきもので
ある。ボルトキエヴィッチは数量体系を自覚的に明示することをしなかったので、価格
タームでの単純再生産の均衡条件というイレリヴァントな論点を提出するという患を犯し
てしまったのである。
ボルトキエヴイツチの批判2は、「総価値二総生産価格Jが成り立つのは、貨幣商品生産 六
部門の資本構成が総資本の平均的資本構成に一致するという制約条件のもとにおいてのみ
であるにもかかわらず、マルクスはそれを一般的なかたちで主張している、というもので
あった。この批判の落し穴は、生産価格をもって貨幣商品とのたんなる交換比率と思い込
ませる点、にある。すなわち、商品の価格とはその商品が貨幣商品の何単位と交換されるか
の問題にすぎぬというわけである。かれのとの皮相な見方はマルクスの転形手続きに対す
るかれの誤解の裏面をなす。かれはマルクスの転形手続きを示す数値例の一つを儲値計算、
いま一つを儲格計算と理解したが、その後明らかになった事実はといえば、実は、ボノレト
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キエヴイツチが価格計算と解した第2の数値例はマルクスの転形手続きの第1段階に過ぎ
ぬということである。 197:0年代の始めほぽ時を同じくして〈置塩信雄、アンワーlレ・シヤ
ィ17(AShaikh)などによって、マルクスの転形手続きが逐次修正方式であることが明ら
かにされた。置塩{竜雄の方式にしたがえば r総価値=総生産価格」の成立はごく一般的な
かたちで証明される。
商品 iの生産手段に入る商品群を2:CIjで、同じ商品 iの生産に投下される労働力の再生
産に必要な消費財を玄Vljで表，わせば、
商品価値 w，=2:Cij十2:Vij十3，
投入係数 3ij=~lj+Vij 
vv， 
である。 (t十1)次の生産価格は、 t次の生産価格に基づき、
p，(H')= (1十r(りヱ3ijPj(t)
(26) 
(27) 
?? ?。，???
であり、 t次の平均利潤率は ?????????
??
?
????????? ????• ?? ???? ? ???? ? 、
である。 (29)式を変形して
???? ?? ???』????
?
?
?
?
?
?
??
??
??? ?
? ?? ???????? 、? ??? ??《?
と置けば、側式。別式はそれぞれ
p/l十l)=y(t)玄3ijPi(l)
y<t)玄玄3IjXIPj(t)=玄p，(l)X，
と書き換えることができる。そして(32)式が t....，，->∞のとき
???
?
?
? ?
?
?
Pi* =y*ヱaljpj* 、???、 ???
に収束することは数学的に証明できる。 (3D式を連立方程式のかたちに書き直してみればす
ぐ分かるように、その収束値 p人 pj棒、戸は、連立方程式(23)の解 r*"P人 p/に他ならない。
したがって逐次修正方式を採っても、平均利潤率と相対価格はシートンやスティードマン
の代数的同時決定方式によって求められる解と同じである。
「総価値=総生産価格J の成立を註明するには、逐次修正方式は圧倒的に有利で、ある。
(31)式の第 i式に Xjを掛けて両辺の総計をとると、
ヱPI(t十l)XI= y(l)L:2:aijX，pjり ?? ? ??
である。これに(32)式を使って
ヱp，(l+I)X，= 2:PI(l)X， (35) 
五 を得る。 tは任意であるから、倒式は、総価値ヱλ，x，=:ZPI(O)X，という転形の第O次の段階か
ら転形手続きのどの段階においても、総価格が不変であることを示している。使用価値の
総生産量が与えられているときその価値総額と価格総額が異なるとすれば、その違いの原
因はたんに価値と価格の尺度を違えたということでしかない。ボルトキエヴィッチはその
違いを貨幣商品生産部門の資本の有機的構成の問題に帰しているが、それを可能にさせて
いるのは、総生産価格を測定する尺度はどの特定の商品かによっで与えられねばならない
とする根拠のない前提である。
他方、逐次修正方式によっても一般に総利潤宇総剰余価値であることは、その収束値が
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同時決定方程式の解と一致するのであるから、当然である。 価値計算による平均利潤率は
r = 2:sJ(ヱヱCij十ヱヱVjj)であり、また1十rニヱWij(2:2:Clj十2:2:VIj)であるから、総利潤は
2:sjご二r2:wl/(1十r) aro 
である。他方、逐次修正方式による収束値から総利潤を求めれば、 (1十戸)ヱajjWj* = ';Vl *を
使って、
ヱπiニr*ヱWl* / (1十r*) aり
である。総価値=総生産価格(ヱWiニヱWlりだから、その両者が一致するためには r=r*で
なければならなし」しかるに、一般には rヰfである。こうしτ、ボルトキエヴィッチの仕
掛けた三つの畏のうち始めの二つは比較的容易に解けるのであるが、第3の民だけは依然
として残るのである。そして、もしこれが最終的な回答だとするとJ総利潤=総剰余価値」
の不成立のゆえに、マルクスの搾取理論は価値計算によって提造された理論に過ぎないと
いう批判をまぬかれえないのではないか。
4 転形は搾取理論を覆さない
ボノレトキエヴィッチはマルクスの転形論の根本的欠陥を価値計算と儲格計算の原則の混
同という点、に見、価値と生産価格の言語離率を導入することによってその両者を分離した。
価値体系と生産価格体系の分離に基づく「二つの体系J 論は逐次修正方式ないし反復計算
方式をとる置塩信雄や森嶋通夫においても堅持されている。近年これに対して、価値と価
格とは概念上はまった〈対立しているけれども、量的に数値として表現される場合には価
値量二価格なのだとする有力な反論が出てきた。 1996年に公刊された『マルクスと非均衡
経済学』は、マルクスが貨幣を以て価値の普遍的尺度と見なしていたという観点から、価
値の生産価格への転形の前も後も投入と産出は価値量であり同時に価格(貨幣額)なのだ、
とする諸論文を収めている。もし価値量=価格であるとすれば、とうぜん総価値二総生産
価格であるとともに総剰余価値二総利潤である。もしもこのような解釈が可能だとすれば、
価値計算と価格計算との分離こそがボルトキエヴィッチの仕掛けた本当の畏だった、とい
うことになるであろう。
「一つの体系J 論者がマルクスの転形手続きと解するものは、置塩の逐次修正方式と同
じである。しかしそれにもかかわらず¥かれらは「総価値=総生産価格」と「総利潤=総
剰余価値」がともに成立すると主張する。両立不可能でトあるはずの二命題がともに成立す
るのは、第一に、ボルトキエヴィッチが設定した、部門ごとに一様でないところの価値と
価格の宣言離率という仮定が、「一つの体系」論においては始めから廃棄されているからであ
り、第二に、「二つの体系」論が転形の第ゼロ段階を価値体系に、その収束値を生産価格体 四
系に配し、その両者を比較するとき総計一致のこ命題の一方が成立しないとするのに対し
て、「一つの体系」論の主張は、逐次転形のどの段階においてもそれぞれの段階で総計一致
の二命題が成立する、ということに過ぎないからである。したがって開題とされるべき点
は、逐次修正方式による転形手続きのゼ、ロ段階が価値を表現し、収束値が価格を表現する
と見なす「二つの体系」論の前提が妥当であるか否か、ということである。
前節で見たように、置塩の逐次転形方式において「総価値ニ総生産価格」が成立したの
は、ヱPI(l+l)Xj=2:Pi(t)χj=2:Pj(O)Xj二玄λjXjであるからであった。そして、 γ総利潤ニ総剰余{if
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{直Jが成立しないのは、逐次転形の各段階を通じて平均利潤率rがその収束値fに至るま
で変化し続けるからであった。「一つの体系J 論においてもこの数学的側面は同じである。
違いは、下二つの体系」論において「総利潤=総剰余価値」が成立しないのに対し「一つの
体系J論においてはそれが成立するという点に存ずる。後者の主張を保証するためには、
剰余価値率eがゼロ段階の転形において定義されるだけでなく、逐次転形の各段階におい
て平均利潤率rに連動して変化するように定義し直されねばならない。そのためには、
2:Cij十三Vij十Sj=Wi ω 
Cjj十Vjj 一向
Wj Uij 
?? ?
?
?、 ??
例)ヱl.L=bji
W i 
と置いて、剰余価値率を次のように定義すればよい。
(4D ヱλj(t)Xj- 2:i:aijxjλj(t) ヱbijXiλJ(1)e<tl 
平均利潤率の定義は
(42) 
????? 。???????
?
?
??
??
????? ? ?????
であったから、価値重=価格により、
e(l)ヱbljXjλj(t)= r(ll2:2:alj，xiλj(t) (43) 
が成り立つ。すなわち、逐次転形の各段階ごとに「総利潤=総剰余価値」が成立する。 rが
収束すればもちろん e も収束する。また収束イ直f、λ人 λj本が3節の連立方程式(23)の解で
あることは、先に見たとおりである。
ボルトキエヴィッチがマ』レタスの数値例をいじくって作ったゼロ段階(価値計算)
6 (2節の表3と同じ)から出発し、上の手続きで計算すれば、収束値(価格計算)
7が得られる。
の表
の表
(8) (7) (6) (5) (4) 
k 
(3) (2) (1) 
p 
?
』
??
????
?
? ?
τE W 
202 
110 
S 
55 
25 
147 
85 
V 
55 
25 
αc 
92 
C 
145 
175 
70 
60 
50 110 30 80 30 一
一一 422 110 312 
表6
101 202 390 
41.7 192.6 
40.5 126.4 
20.9 103.1 
51.5202.4 
23.4 109.3 
28.1 110.2 
63.2 150.9 
85.9 
82.1 
87.7 
5.7.2 
47.7 
1 1138.2 
I 1166.8 
II I 66.7 
28.7 
34.5 
371. 8 192.6 126.4 318.9 103.1 422.0 103.1 422.0 
表 7
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表7は、表6の数値を(23)式に代入しその解として得られたものであるが、逐次修正方式
にしたがったとしても原理上は同じ結果が得られるであろう。その違いは、前者が出発点
を物財タームでの数値に置ぐのに対して、逐次{修正方式の出発点に置かれるのは価値ター
ムでの数値だという点にある。そして、平均利潤率と相対価格を決定することだけが問題
ならば、いずれの方針にしたがっても構わない。しかし逐次修正方式は数学的に見れば差
分方程式の収束問題であって、もし問題の差分方程式が収束するならば、その出発点をど
こにとろうと大差はない。もし出発点が収束値の近くにとられれば、それだけ速く収束す
るというだけのことである。いわゆる需要供給の法則は差分方程式で表現するのが最も適
切な例であろうが、需要曲線と供給曲線の交点で価格が決まるのであれば、需要と供給が
不均衡であるようなどの段階から出発しょうが、価格の収束健は両曲線の交点、である。 i司
様に、マノレクスの転形手続きが逐次修正方式であるかぎり、転形の第ゼロ段階が価値体系
に属し、第l次以後の転形が価格体系に属すると考えるべき数学的理由は存在しなしh し
たがって、もし出発点が価値表示であれば収束値も価値表示であるべきであろう。他方、
もし収束値が価格表示であるならば出発点は物財タームでの表示であるべきである O「一つ
の体系J 論はこの板挟みを「価値量=価格」という，提案で突破するのである。
するとどうなるか。「一つの体系」論において総計一致の二命題は定義によってともに成
立した。逐次転形の第ゼロ段階だけが価値表示であるとする根拠はなかった。だがもしそ
うだとすると、ちょうどスラッアイアンたちが物財タームと代数的同時決定方程式とに
よって「価値」概念を放逐したように、「一つの体系J論はマルクスの価値法則を放棄する
ことになるのではなかろうか。「総利潤=総剰余価値」が転形のどの段階においても成立す
るのは、剰余価値率が手IJ潤率に連動するように定義されたからである。総剰余価値(=総
利潤)が転形の各段階で変化するのは確かに剰余価値率が変化するからである。だが平均
利潤率の変化は剰余価値率の変化だけにでなく、経済全体の資本の有機的構成にも依存す
る。制)式によって、
したカまって、
ヱb'iX，λi(L)r(t)=e(t)~~JJlj-^-! ，l..j 川
2:2:a!jXjλjt j 制)
r*=♂ (~Vi* /ヱ(Ci*十Vj* ))仰)
だからである。だが、2:Cj* /ヱVj*は逐次転形の収束値であるから、それは流通過程(より
体的には、競争過程)が介在した結果でなければならない。しかるに資本の有機的構成と
は、定義によって「資本の技術的構成によって規定されてその変化を反映するかぎりでの
資本の儲値構成J (1，799)のことである。平均利潤率と同時に決定され競争過程を介して
定義される「資本の有機的構成J は、明らかに、資本の技術的構成のみによって規定され
るのではない。
「総利潤ニ総剰余価値J がその妥当性を失うと因るのは、もしも競争過程を介在させる
ことによって総剰余価値に等しくない総利潤が生じるとすれば、生産過程においてのみ行
われるはずの価値増殖が流通過程においても生じるかのような外観が出てくるからであ
る。したがって、「一つの体系j論は次の批判に答えなければならない。流通過程は価値を
増殖するのではなし平均利潤率の形成によって経済全体の資本の有機的構成を変化させ
るのだ、と仮定しよう。すると、その資本の有機的構成の変化によって総剰余価値が変わ
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る、と考えなければならない。だが、剰余儲値が生産過程においてのみ生まれるというマ
ルクスのテーゼは、生産過程が競争過程によって補完された場合においでも、妥当しなけ
ればならない。だから「一つの体系J論は、一方で、競争過程によって資本の有機的構成
が変化し総剰余価値が変化する、と主張しながら、他方で、剰余価値は生産過程でのみ生
まれる、と主張しなければならない。しかし、競争過程が資本の有機的構成を変え、資本
の有機的構成が総剰余価値を変えるのであれば、競争過程が総剰余価値を変えるのである。
ところが、「一つの体系J論の例示がボノレトキエヴィッチの「単純再生産が行なわれている」
経済であることに留意すれば、この経済において技術変化が存在せず、それゆえ資本の有
機的構成の変化も存在しないこと、そのことが議論の前提になっていることは明かである。
「一つの体系」論は、実は、ボノレトキエヴィッチの「価格」を γ価値」と読み変えたので
あって、そのしわ寄せが技術変化の存在しないところで資本の有機的構成が変わるとする
不整合に現われたのだ。-この批判には「一つの体系」論からの端的な回答がある。いわ
ゆる f転形j のプロセスは現実の経済での対応物を持たない、というのがその回答である。
しかし、その意味を理解するためには若干の準備が必要なので、この問題には後に(第3
稿において)あらためて立ち返ることにしたい。
「二つの体系」論において「総利潤=総剰余価値」が成り立つ十分条件を見いだすこと
は比較的容易である。どの部門の総生産量もその生産物が生産手段として使われる量に対
して同ーの比率を保っているならば十分である。二部門モデルにおいて各総生産量を丸、
X2、生産手段として使われる量をc十C2、生存財の量をV1十Vzとすれば、
cl十C2 VI+V2 
X1 X2 陥)
がその十分条件である。ところがこの条件は価値タームでの平均利潤率
81 82 
Cj十V1 C2十円
仰)
の形成からは導出できないにもかかわらず、それと容易に取り違えられる。各剰余生産物
の量をムCニ X1一 (C十C2)、ムV=Xz一 (V1+ V2)とすれば、上述の十分条件(46)はムC;X1二
ムV;X2と向値である。しかも二部門モデルでは、この条件は「総利潤ご総剰余価値」成立
の必要十分条件とも見なし得る。そこで、一方で、ムC=81、ムV=82、他方で X1二 Cl十V1十
8}、Xzニ C2十円十82と見なすならば、
SI _ 82 ムム 81 _ 82 
C1十V1十81 C2十V2十82 C1十Vl C2十V2
(48) 
であるから、平均利潤率の成立と「総利潤=総剰余価値」の成立条件は同じことになって
しまうのである。このような混同が生まれる根本的な原因は、平均利潤率の定義には価格
ターム(あるいは、少なくとも価値ターム)が不可欠であり、それに対して「総利潤=総
剰余価値J の成立条件は物財ターム(あるいは、物財タームで定義される投入係数}で十
分であるにもかかわらず、両者をともに価値タームで論ずる点にある。いずれにせよ、平
均利潤率の形成から「総利潤=総剰余価値Jの命題は出てこないのだから、マルクスを擁
護するためには、まったく別の角度からの論拠が必要である。
「一つの体系」論は「総利潤=総剰余価値」の命題を成り立たせるが、その代償として
さらに大きな内的不整合に陥るように見えた。「二つの体系」論はその命題の妥当性を否定
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した。マルクスの基本定理が意義を有するのは、まさにこの点においてである。マルクス
の基本定理は「正の利潤率が存在するためには剰余労働の存在が必要にして十分であるJ
と主張する。この命題が証明されれば、総利潤と総剰余価値が一致しなくても、それによっ
てマルクスの搾取理論が覆されることはない。しかし他方、その証明によって「搾取の存
在が資本主義存続の必要十分条件だ」という主張が受け入れられたわけではない。価値計
算が無用の回り道であることがすでに確立されていると確信する論者にとっては、それは
たかだか搾取理論と価格計算との無矛盾性証明であって、資本主義の事実問題ではな く、
虚構の概念的世界での証明であるに過ぎない。何が搾取理論の承認の障害になっているか
は、その定理の証明を具体的に点検することによって明らかになるであろう。
生産手段生産部門と労働者が消費する生存財生産部門の二部門からなる経済をモデルに
とると、次の連立方程式が成り立つ。
(1 +r*) (a1Pl十ω11P2)=Pl 
(1十r*)(aZpl十ωlzpz)= P2 
???????
???
?
Pl、pzが正値を持つためには、
11ー(l十r*)al 一(1十r*)ω111F(r*)宝 1 - ，~ ' ~ • .-， ，--. ~':~. - .'， --: 1 
|一 (1+r*)a2 1-(1十r*)ω121
でなければならない。
そこで、 r*>Oであるための条件を求める。倒)式を変形して
PI/PZニ(1一ω12)/{1-(1+r*)al} 
PI、pzは正であるから、 (52)式より fく(1/a1)-1. したがって、
a1く1 ~ 
?
??
? ? ?， ，，
?? 、
?? ? ??，?
でなければならない。
さて F(r*)はfの二次方程式であり、 F'(0)二一 (al十ω12)くO.また、
F( (l/al) -1) =一(1/alりあω11くO
である。したがって、 O<r*く(1/al)-1であるためには、
I 1-a，一ω1I 
F (0) = I - ， I > 0 I -a2 1-ω1 I 
でなければならない。簡単な計算によって、
1 > (手ι+12)ω 
.1 Uj 
??
??
?? ?
?、 。
、? ?
， ，
???
?? ? ??
ところで、二部門の商品の単位価値を λj，んとすると、価値決定方程式は
λlal十11二 λl
λla2十12二 λ2
(57) 
(跡。
ここから λ1，んを求めれば、
ん=IJ(1-al)
λ2=a211/(1-al)十12
????????
???
?
側式を(56)式に代入すれば、
l~λ2ω>0. ~ 
したがって搾取率 e=(1-λ引/λ2ω は正である。すなわち r*>Oならば搾取が存在する。
証明を逆に辿れば逆が得られる。
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マルクスの基本定理の証明は、どのステップかで儲億決定方程式(57)、倒あるいは労働価
値論側、 (60)を導入す宮。そうしなければ、そもそも搾取ないし剰余労働の定義自体が得ら
れないからである。マルクスの基本定理の証明にもかかわらず搾取理論が承認されないの
は、その証明がまさに労働価値論という遥かに大きな、それゆえもっと疑問の多い、前提
を持つように見えるからである。
本稿で労働価値論に立ち入ることはできなかったが、もしこれを受け入れるならば、ボ
ルトキエヴィッチの仕掛けた実はかれ自身が設定した枠組みにおいては、こんにちでは完
全に解かれたと考えてよい。そのかぎりでは、本稿の議論は「蝿に蝿取り査から抜け出す
道を示すことJ (ウィトゲンシュタイン)を試みたに過ぎない。しかし、ボルトキエヴイツ
チが仕掛けた畏よりもっと手の込んだ畏が存在する。閤定資本が存在し結合生産が行なわ
れるような経済モデルにおいては、正の利潤のもとで負の剰余儲値が生じうるというので
ある。そのような、より現実的なモデルのもとで、転形は搾取理論を覆さないという本稿
で導いた結論は、はたして維持されるであろうか。それとも何らかの修正が必要になるで
あろうか。
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仰1).n種類の基礎財を単一生産すナる経済を考え、その商品価値を WI、生産価格を PIと表記する (i=L
2，……、 n)。各産業iの利潤は、
Pl-~alJ Pj (j=l， 2，……， n) 
剰余価値は、
WI-LaljWj (j=l， 2，・・…・.， n) 
である。総利潤=総剰余価値が成り立つためには
Ll(PI-WI) (1→玄j3，1J) = 0 
でなければならない。もしどの iについても Lj3，Jj=3，1十Q.12十…・・・+3，ln二 lであるならば総利潤=総剰余
価値である。3，1Jは言うまでもなく物財の数量だけで決まる投入係数である。
(瑚寵塩信雄、前掲書、 241-243頁。
(31) 高須賀義博 E鉄と小麦の資本主義j (世界書院、 1991、202-205頁)で解説されている「マルクスの基本
定理」の証明も、この点、は同じである。高須賀によれば re>Oもr>Oも、剰余生産物の存在条件と同値
である」。そこで f剰余価値率の根源性」を言うために、利潤の存在条件から剰余価値の存在条件を導出
する。その導出に際して、本文に挙げた条件側、 (58)あるいは(59)、側を使うのである。したがって、いわ
ゆる労働価値論の問題は「労働のみが価値を生むか」どうかではなく(なぜなら、それは当の条件式に
よって明らかだ、から)、 rマルクスはなぜ価値概念を必要としたか」がその焦点である。
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The Transformation Problem in Retrospect : Part One 
一一一TrapsLaid by Bortkiewicz一一一
Shingo FU]ITA 
The controversy over the transformation problem has now gone on over a hundred 
years. The crucial question at the heart of the transformation problem is， as was 
formulated by Engels in 1885， how an equal average ratio of profit can and must come 
out on the basis of the law of value. Since Bortkiewicz c1aimed that the equal average 
rate of profit and the relative prices of commodities could， without any magnitude of 
value and surplus value， be obtained mathematically， the primacy of mathematical 
method over Marx's has appealed even to supporters of Marxian economics. 
As was c1aimed by Bortkiewicz， Marx's alleged postulate of the equality of total 
profit with total surplus value is incompatible with his other postulate requiring the 
equality of total value with total price of production. To show that the profit consists 
in the exploitation of labour， another way of explanation was needed-an explanation 
which demonstrates the existence of surplus value as the only origin of profit. As an 
answer to this， Okishio offered in 1963 the now so called Fundamental Marxian 
Theorem， which in its turn presupposes the labour theory of value-a big question yet 
to be answered. 
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